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平成１８年３月期 個別中間財務諸表の概要              平成１７年１１月１５日 

 
上場会社名  虹 技 株式会社           上場取引所 ：  大 
コード番号  ５６０３               本社所在都道府県 ： 兵庫県 
（ＵＲＬ http://www.kogi.co.jp） 
代 表 者 役職名  代 表 取 締 役 社 長 
        氏 名  堀  田  一  之 
問合せ先責任者 役職名  常務取締役経理部長 
        氏 名  大  西  正  美    ＴＥＬ  （０７９２）３６－３２２１ 
決算取締役会開催日  平成１７年１１月１５日    中間配当制度の有無    有 
中間配当支払開始日   ―――――――――      単元株制度採用の有無   有（１単元 1,000株） 
 
１． 平成１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
（１）経 営 成 績                            （金額 百万円未満切り捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１７年９月中間期 

１６年９月中間期 

百万円  ％ 

６,６７２ （  4.1） 

６,４０７ （ 14.9） 

百万円  ％ 

４５７ （ 323.0） 

１０８ （ 196.8） 

百万円  ％ 

４０１ （  ― ） 

１８ （  ― ） 

１ ７ 年 ３ 月 期 １４,２７１ ６２７ ４３４ 

 

 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

１ 株 当 た り 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 

１７年９月中間期 

１６年９月中間期 

百万円  ％ 

２７４ （△17.5） 

３３２ （  ― ） 

      円   銭 

９  １６ 

１１  １０ 

１ ７ 年 ３ 月 期 ８８６ ２９  ５６ 

（注）①期中平均株式数 17年9月中間期 29,973,301株 16年9月中間期 29,981,697株 17年3月期 29,979,622株 
   ②会計処理の方法の変更      有 
   ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）配 当 状 況 

 １ 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 

年 間 配 当 金 

 

１７年９月中間期 

１６年９月中間期 

円  銭 

０  ０ 

０  ０ 

円  銭 

――― 

――― 

１ ７ 年 ３ 月 期 ――― ３  ０ 

 

（３）財 政 状 態 

 総   資   産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 

１７年９月中間期 

１６年９月中間期 

    百万円 

１５,２０４ 

１５,８９０ 

    百万円 

４,２２５ 

３,６１３ 

     ％ 

２７．８ 

２２．７ 

   円  銭 

１４０ ９７ 

１２０ ５２ 

１ ７ 年 ３ 月 期 １５,２６７ ４,０８１ ２６．７ １３６ １６ 

（注）①期末発行済株式数 17年9月中間期 29,972,625株 16年9月中間期 29,980,768株 17年3月期 29,974,161株 

   ②期末自己株式数 17年9月中間期   27,375株 16年9月中間期   19,232株 17年3月期   25,839株 

 

２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  

通 期 

百万円 

１３,７００ 

百万円 

７８０ 

百万円 

４５０ 

円  銭 

３  ０ 

円  銭 

３  ０ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    １５円 ０銭 
※本資料における予想，見通し、計画等は現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の変化によ
り、実際の業績が異なる可能性があります。 
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 １．中間財務諸表等  

 （１） 中間貸借対照表  

                                     （金額 百万円未満切り捨て） 

前 年 中 間 期 

（１６／９） 

当 中 間 期 

（ １ ７ ／ ９ ） 

前 期 

（１７／３） 

  期  別 

 

科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

流 動 資 産       

現 金 お よ び 預 金 １,１１６  ２,６３１  １,２４４  

受 取 手 形 ７９２  ６４６  ７６２  

売 掛 金 ２,１８４  ２,００３  ２,６８３  

た な 卸 資 産 ２,４５５  ２,２０３  ２,２６８  

繰 延 税 金 資 産 ４７２  １９５  ４４６  

そ の 他 ３０６  ３６６  ３５８  

貸 倒 引 当 金 △５  △５  △６  

流 動 資 産 合 計 ７,３２４ 46.1 ８,０４２ 52.9 ７,７５７ 50.8 

固 定 資 産       

有 形 固 定 資 産       

建 物 ６６６  ６４８  ６６６  

機 械 装 置 １,９６５  １,８４６  １,９０８  

土 地 ７９５  ７９５  ７９５  

そ の 他 ９２８  １,０１８  ９１４  

計 ４,３５６ 27.4 ４,３０９ 28.3 ４,２８５ 28.1 

無 形 固 定 資 産 １０８ 0.7 ８４ 0.6 ９７ 0.6 

投 資 そ の 他 の 資 産       

投 資 有 価 証 券 ３,６６８  ２,３７１  ２,８２３  

繰 延 税 金 資 産 １４４  ――  ――  

そ の 他 ３７４  ４０９  ３２８  

貸 倒 引 当 金 △８４  △１９  △２４  

計 ４,１０１ 25.8 ２,７６０ 18.2 ３,１２７ 20.5 

固 定 資 産 合 計 ８,５６６ 53.9 ７,１５４ 47.1 ７,５０９ 49.2 

繰 延 資 産       

社 債 発 行 費 ――  ７  ――  

繰 延 資 産 合 計 ―― ― ７ 0.0 ―― ― 

資 産 合 計 １５,８９０ 100.0 １５,２０４ 100.0 １５,２６７ 100.0 
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                                     （金額 百万円未満切り捨て） 

前 年 中 間 期 

（１６／９） 

当 中 間 期 

（ １ ７ ／ ９ ） 

前 期 

（１７／３） 

  期  別 

 

科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

（ 負 債 の 部 ） 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

流 動 負 債       

支 払 手 形 ２,５１３  ２,２４４  ３,０５９  

買 掛 金 ４８９  ５３２  ５８９  

短 期 借 入 金 ５,２６９  ３,１９７  ３,９５１  

未 払 法 人 税 等 １０  １３  ２８  

賞 与 引 当 金 ４１  ６０  ４０  

そ の 他 ９３５  ９３６  ８４０  

流 動 負 債 合 計 ９,２５８ 58.3 ６,９８４ 45.9 ８,５０９ 55.8 

固 定 負 債       

新 株 予 約 権 付 社 債 ――  １,０００  ――  

長 期 借 入 金 ２,９８５  ２,６０９  ２,４７４  

繰 延 税 金 負 債 ――  １５９  １６５  

退 職 給 付 引 当 金 ３０  ３９  ３４  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ――  １８４  ――  

そ の 他 ２  ２  ２  

固 定 負 債 合 計 ３,０１８ 19.0 ３,９９４ 26.3 ２,６７６ 17.5 

負 債 合 計 １２,２７６ 77.3 １０,９７９ 72.2 １１,１８６ 73.3 

（ 資 本 の 部 ）       

資 本 金 １,５００ 9.4 １,５００ 9.8 １,５００ 9.8 

資 本 剰 余 金       

資 本 準 備 金 ８９ 0.6 ８９ 0.6 ８９ 0.6 

利 益 剰 余 金       

利 益 準 備 金 ３７５  ３７５  ３７５  

任 意 積 立 金 ６４６  ６４６  ６４６  

中間 (当期 )未処分利益 ３５０  １,０８８  ９０３  

計 １,３７２ 8.6 ２,１１０ 13.9 １,９２５ 12.6 

その他有価証券評価差額金 ６５３ 4.1 ５２９ 3.5 ５６９ 3.7 

自 己 株 式 △１ △0.0 △３ △0.0 △３ △0.0 

資 本 合 計 ３,６１３ 22.7 ４,２２５ 27.8 ４,０８１ 26.7 

負 債 ・ 資 本 合 計 １５,８９０ 100.0 １５,２０４ 100.0 １５,２６７ 100.0 
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 （２） 中間損益計算書  

                                     （金額 百万円未満切り捨て） 

前 年 中 間 期 

（１６／４～１６／９） 

当 中 間 期 

（１７／４～１７／９） 

前 期 

（１６／４～１７／３） 

        期  別 

 

科  目 金 額 百 分 比 金 額 百分比 金 額 百 分 比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 ６,４０７ 100.0 ６,６７２ 100.0 １４,２７１ 100.0 

売 上 原 価 ５,５１８ 86.1 ５,４２２ 81.3 １２,０５５ 84.5 

売 上 総 利 益 ８８９ 13.9 １,２５０ 18.7 ２,２１５ 15.5 

販売費および一般管理費 ７８０ 12.2 ７９３ 11.9 １,５８８ 11.1 

営 業 利 益 １０８ 1.7 ４５７ 6.8 ６２７ 4.4 

営 業 外 収 益 ４９ 0.8 ５４ 0.8 ７４ 0.5 

営 業 外 費 用 １３９ 2.2 １０９ 1.6 ２６７ 1.9 

経 常 利 益 １８ 0.3 ４０１ 6.0 ４３４ 3.0 

特 別 利 益 ７５５ 11.8 ３９０ 5.9 １,３７８ 9.7 

特 別 損 失 ２０２ 3.2 ２４１ 3.6 ２９１ 2.0 

税引前中間（当期）純利益 ５７０ 8.9 ５５０ 8.3 １,５２１ 10.7 

法人税、住民税および事業税 ４ 0.1 ４ 0.1 ９ 0.1 

法 人 税 等 調 整 額 ２３３ 3.6 ２７１ 4.1 ６２６ 4.4 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ３３２ 5.2 ２７４ 4.1 ８８６ 6.2 

前 期 繰 越 利 益 １７  ８１３  １７  

中間（当期）未処分利益 ３５０  １,０８８  ９０３  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  

１．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券 

子会社株式および関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの……中間決算日前１か月間の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ………時価法 

（３）たな卸資産 

原 材 料……総平均法による低価法 

製品・仕掛品・貯蔵品……総平均法（一部の製品・仕掛品については個別法）による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採

用しております。また、工具の一部（木型・金型）については、使途、材質、経済的環境条件等を勘案し

た耐用年数（７年）によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 お よ び 構 築 物……８年～６０年 

機械装置および車輌運搬具……３年～１５年 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。 

 

３．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

繰延資産に計上することとし、３年間（商法施行規則に規定する最長期間内）で毎期均等額を償却すること

としております。 

 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

中間会計期間末現在に有する売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるために、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

（２）賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に備えるために、当中間会計期間に支給した金額を基礎として、支給見積

額のうち当中間会計期間に対応する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により

費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

（会計処理の変更） 

当中間会計期間より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成１７年３

月１６日）および「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第７号 平成１７年３月１６日）を適用しております。これにより営業利益、経常利益および税引前中間

純利益は４７百万円増加しております。 
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（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく中間期末要支給額を計上して

おります。 

なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

（会計処理の変更） 

役員退職慰労金は、従来支払時の費用として処理しておりましたが、当中間会計期間より「役員退職慰

労金規程」に基づく中間期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上することに変更しました。この変

更は、当中間会計期間に「役員退職慰労金規程」の整備改訂を行ったことにより、また、役員退職慰労引

当金の計上が会計慣行として定着しつつあることを踏まえ、役員の在任期間に対応した費用配分を行うこ

とにより、期間損益の適正化および財務体質の健全化を図るために行ったものであります。 

この変更により、当中間会計期間発生額８百万円は「販売費および一般管理費」に、過年度相当額１７

５百万円は「特別損失」に計上しております。この結果、従来の方法と比較して営業利益および経常利益

は８百万円、税引前中間純利益は１８４百万円それぞれ減少しております。 

 

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

７．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについ

ては特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規定および取引限度額等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

８．長期・大型工事の収益計上基準 

長期・大型工事（工期１年以上かつ請負金額２億円以上）については、工事進行基準を採用しております。 

 

９．消費税等の会計処理の方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、仕入高等に係る仮払消費税等と売上高等に係る仮受消費税等は相殺し、差額を流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

 

 会計処理の変更  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 
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  注 記 事 項  

（中間貸借対照表関係） 

 （前年中間期） （当中間期） （前   期） 

１．有 形 固 定 資 産 の 
減 価 償 却 累 計 額 

１７,２４４百万円 １７,６７９百万円 １７,４８９百万円 

２．担保に供している資産    

銀 行 預 金 ３８６百万円 １８６百万円 １８６百万円 

建       物 ４２９百万円 ５３５百万円 ５５５百万円 

土       地 ７３１百万円 ７５６百万円 ７５６百万円 

投 資 有 価 証 券 １,０１０百万円 ５２９百万円 ９５１百万円 

３．外 貨 建 保 証 債 務 ―――― ２８８百万円 ２７３百万円 

 （ ―――― ） （２５５万ＵＳ＄） （２５５万ＵＳ＄） 

４．受 取 手 形 割 引 高 １,５６０百万円 １，４４９百万円 １,７３７百万円 

５．債権流動化のための 
受取手形裏書譲渡高 

―――― ７８０百万円 ７５７百万円 

 

（中間損益計算書関係） 

 （前年中間期） （当中間期） （前   期） 

１．減 価 償 却 実 施 額 ２７６百万円 ２６０百万円 ５６７百万円 

２．営 業 外 収 益 の う ち 
受 取 利 息 ・ 配 当 金 

１９百万円 ２４百万円 ２５百万円 

３．営 業 外 費 用 の う ち 
支  払  利  息 

１１４百万円 ８１百万円 ２１６百万円 

４．特  別  利  益    

投資有価証券売却益 ３３９百万円 ３９０百万円 ８９７百万円 

固 定 資 産 売 却 益 ３５２百万円 ―――― ３５２百万円 

台 風 被 災 保 険 金 ６４百万円 ―――― ９２百万円 

貸倒引当金戻入額 ―――― ―――― ３５百万円 

５．特  別  損  失    

役 員 退 職 慰 労 金 ―――― ５百万円 ―――― 

役員退職慰労引当金繰入額 ―――― １７５百万円 ―――― 

特 別 退 職 加 算 金 １５百万円 ―――― ３１百万円 

たな卸資産除却損 ―――― ―――― ２８百万円 

固 定 資 産 除 却 損 ６８百万円 ―――― ６８百万円 

台風被災による損失 １０７百万円 ―――― １３２百万円 

固 定 資 産 売 却 損 １２百万円 ―――― １２百万円 

ゴルフ会員権評価損 ―――― ―――― １８百万円 

子会社株式評価損 ―――― ５９百万円 ―――― 

 

（リース取引関係） 

  半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式および関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

 

 


